
業績目標の標語（指導者評価）
目標としていた達成水準を上回る成果を出した（１００％超）

目標としていた達成水準に到達した（１００％）

わずかに目標の達成水準に達しなかった（９０％以上１００％未満）

目標の達成水準には届かなかった（６０％以上９０％未満）

目標の達成水準までは遠い結果となった（６０％未満）

目標達成のための取り組みが見られなかった

〈目標数値〉
　複雑なケースの解決割合
※個別ケース会議事例の内、連携などにより課
題解決した割合：80％（令和５年度73.9％）

<達成した状態>
　市民が住み慣れた地域で自分らしく暮らせる。

<手段・工程>
　課題解決のため定期的な個別検討会議や地域
ケア会議等を開催する。
　支援技術を向上させるため定期的な研修会を
開催する。 ▼

目標の達成
水準には届
かなかった
（60％以上
90％未満）

課題解決した割合は63.3%となった。虐待通報件数は減少している
が、課題が複雑化・複合化しているため、解決が困難な事例が増
加している。養護者支援（虐待をしてしまった人への支援）を充実
することで再発防止に努めているため、解決に至らない事案も多く
ある。

助け合いや支え合い
により、
住み慣れた地域で自
分らしく暮らす

包括的な相談支援

地域共生社会の実現に向けた包
括的支援体制の整備

助け合いや支えあい
により、住み慣れた地
域で自分らしく暮らす

共助のしくみづくり　避難行動要
支援者名簿の登録、個別避難計
画の策定

◎部局目標２ 関連の施策・基本事業No 1-1-② <これまでの経過>
　関連機関と連携し、高齢者等の生活上の諸課題に
ついて相談業務を行っている。
　
<取り組む目的>
　個々の相談内容に応じた社会資源の活用方法に
ついて助言を行うことにより、住み慣れた地域で自
分らしく暮らせるようにする。

〈現状分析〉
　生活困窮や虐待への対応、高齢者や障がい者へ
の支援など、一つの世帯で複雑で複合的な生活課
題が増加している。

<課題〉
　独居世帯の増加や、一世帯で複数の生活課題を
抱えるケースが増えている中で関連機関との連携や
支援技術の強化が必要である。

◎部局目標１ 関連の施策・基本事業No 1‐1‐① 〈これまでの経緯〉
　避難行動要支援者名簿の作成や更新作業に取り
組んできた。
　個別避難計画については策定に向けて関係課で
協議を行った。

〈取り組む目的〉
　2021年から、災害対策基本法改正により、災害時
に大きな被害を受ける高齢者や障がい者に対する、
個別避難計画の作成が自治体の努力義務となっ
た。

〈現状分析〉
　避難行動要支援者名簿登録者
　　同意者数　　1522人
　　非同意者数　627人
　　未同意者数　514人

〈課題〉
　個別避難計画の策定には、本人、家族、行政、福
祉専門職、近隣住民の参画が必要であるが、個々
の支援ニーズが異なるため、作成に時間を要し、支
援者の協力も得にくい。

〈目標数値〉
　２地域をモデル地区としてハザードマップ上で優
先順位の高い対象者の個別避難計画書を作成
する。

〈達成された状態〉
　完成した個別避難計画に基づき避難訓練を実
施する。
　課題の洗い出しにより、完成度の高い計画書が
作成され、今後の計画書作成が円滑に行われ
る。

〈手段・工程〉
　地域福祉計画に基づいて、関係部署からなる
ワーキング部会を設置し、個別避難計画策定会
議を開催して具体的な取り組みを行う。
　避難行動要支援者名簿登録への同意の再勧
奨を行う。
　自治会や民生委員、福祉サービス提供者等の
関係者に個別避難計画の目的や重要性を説明
し、理解・協力を得る。

▼

目標の達成
水準には届
かなかった
（60％以上
90％未満）

優先順位の高い対象者やその家族、社会福祉協議会や他の福祉
事業所、住民自治協議会の理解と協力を得て、１地域での個別避
難計画の作成を完了させた。
当初、２つのモデル地区での計画作成を目標に取り組みを進めた
が、作成にあたっては、地域や関係機関が一体となり、要支援者
から個人情報提供等の同意を得ることや計画作成のサポート、
個々の支援ニーズの把握等に時間を要したため、１地域のみの作
成となった。
今後は今年度実施したモデル地区での課題を検証し、地域での避
難訓練の実施に繋げる等、個人や地域の防災力および防災意識
の向上を図るとともに、次期実施地域を選定し継続して計画作成
の取り組みを進める。

業績目標 表題 現状や課題 達成水準
（どこまでできれば達成したといえるか）

達成状況
（自己評価）

理由

氏　名 濵村　昭

連絡先 0595-26-3940

２０２４（令和６）年度 部局マニフェスト
～私たちの組織使命と目標～

部局名 健康福祉部

役　職 部長



目標の達成
水準には届
かなかった
（60％以上
90％未満）

多言語等に対応するタブレットは応急診療所運営検討会や医師会
等において協議し導入した。
キャッシュレス化については検討を行ったが、診療報酬額（決済
額）が少額のため受託者の採算が合わないという理由により導入
に至らなかった。

身近なところで安心し
て医療を受けることが
できる

救急医療
応急診療所の充実

◎部局目標５ 関連の施策・基本事業No 1-2-① 〈これまでの経緯〉
　令和５年度に応急診療所の移転が完了した。

〈取り組む目的〉
　市民の安心・安全のために、応急診療所の安定的
な運営を維持する。

〈現状分析〉
　応急診療所の受診者数は減少しているが、外国人
や聴覚障がい者など、利用者の多様化が進んでい
る。

〈課題〉
　多様化する患者に対応するために、施設の機能を
充実させる必要がある。また、運営形態についても
検討する必要がある。

〈目標数値〉
　多言語に対応するためのタブレットの導入や、
キャッシュレス化の検討を進める。

〈達成された状態〉
　患者満足度を測ることは難しいが、市民が受診
しやすい施設を目指す。

〈手段・工程〉
　応急診療所の機能充実を図るために医師会や
関係機関と連携し、協議する。また、市民が受診
しやすくなるよう工夫する。

▼
▼

わずかに目
標の達成水
準に達しな
かった（90％
以上100％
未満）

令和６年中の受入れ率は、目標にわずかに届かなかったものの、
引き続き二次救急医療を担う医療機関との連携を図り、96％と高
い受け入れ率を維持することができた。

身近なところで安心し
て医療を受けることが
できる

救急医療
救急医療体制の維持・向上

目標としてい
た達成水準
に到達した
（100％）

住宅を確保できた人の割合：27.27％（相談件数77件、誓約件数21
件）
緊急連絡先が確保できず入居に至らなかったケースや、学校区の
変更を危惧することから転居に至らなかったケースなどがあったも
のの、目標としていた水準には達することができた。

助け合いや支え合い
により、
住み慣れた地域で自
分らしく暮らす

社会とのつながりや参加の支援
　
被保護者及び生活困窮者の住ま
いの確保に向けた支援の実施

◎部局目標４ 関連の施策・基本事業No 1-2-① 〈これまでの経緯〉
　伊賀地域における二次救急医療は、基幹３病院が
輪番制で担当している。

〈取り組む目的〉
　市民の安心・安全を守るために、二次救急医療体
制の確保に取り組む。

〈現状分析〉
　伊賀地域の二次救急病院は患者受け入れ率が
96.8％となっている。

〈課題〉
　基幹３病院の経営方針等により、現在の輪番制が
維持できるのかどうかが課題となる。

〈目標数値〉
　伊賀地域の二次救急病院の患者受け入れ率：
97％（令和５年度96.8％）

〈達成された状態〉
　高い患者受け入れ率を維持し続けることは、市
民が安心して医療を受けられる状態を維持する
ことになる。

〈手段・工程〉
　二次救急医療を担う基幹３病院および２市の消
防本部との意見交換会を通じて、情報を共有し、
連携することで、現在の輪番制を維持継続する。
また、基幹３病院の状況について、情報収集に努
める。

◎部局目標３ 関連の施策・基本事業No 1-1-③ 〈これまでの経緯〉
　就労支援専門員を配置し、ハローワークとの連携
により、要支援者の状況に応じた個別的な支援を継
続的に実施している。

〈取り組む目的〉
　被保護者や生活困窮者が身体的・精神的な健康
を維持し、安全で快適な生活を送るためには住まい
の確保が急務である。

〈現状分析〉
　本人が就労を望んでも、高齢や言葉の問題で就労
困難なケースが増えている。また、失業などの要因
により困窮状態に加えて住居を失う者も多い。

〈課題〉
　単身高齢者や緊急連絡先が確保できない方など、
住宅確保に配慮が必要な人向けの低家賃の住まい
が不足しており、相談者のニーズに対応が出来てい
ない状況である。

〈目標数値〉
　住まいの確保に問題がある相談者のうち、住宅
を確保できた人の割合：20％以上

〈達成された状態〉
　住宅確保に配慮が必要な人が住み慣れた地域
で、支援者からの必要に応じた見守りのもとで自
立した生活を送れる。

〈手段・工程〉
　行政と居住支援法人、賃貸業者との協議を継
続し、住宅確保に配慮が必要な人向けの物件を
確保する。
　住宅確保に配慮が必要な人向けの物件確保の
ため、住宅課、空き家対策室や賃貸業者と連携
し、市営住宅や空き家の利活用を検討する。

▼



わずかに目
標の達成水
準に達しな
かった（90％
以上100％
未満）

健康づくり事業協力機関は262機関と増加した。さらに市民自らが
心身の健康に関心を持つために、至る所で「健康マイレージ事業」
の存在を周知できるよう協力機関増加に向けた取り組みを行う。
また、協力機関のうち100社に対し、「健康づくりアンケート」を実施
したところ24社から回答を得た。今後も、企業の健康づくりに関す
る取り組みやニーズの把握に努める。

生涯を通じ、健康に
暮らすことができる

若い世代から健康づくり
働く世代からの健康づくりの推進

◎部局目標８ 関連の施策・基本事業No 1-3-③ 〈これまでの経緯〉
　若い世代にも受け入れやすいSNS等の活用や、地
域・団体・学校・企業・商業施設・まちの講師（健康づ
くり登録講師）などとの連携を通して、暮らしの中で
健康づくりに取り組みやすい環境づくりを推進してき
た。

〈取り組む目的〉
　働く世代から健康づくりに取り組み、生涯を通じ健
康に暮らす。

〈現状分析〉
　自分自身の健康目標を設定し、取り組む健康マイ
レージ事業の認知度は上がっているが、がん検診等
各種保健事業の認知度が依然としてまだまだ低い。

〈課題〉
　がん検診等の各種保健事業の認知度が依然とし
てまだまだ低く、より効果的な情報発信方法を検討
する必要がある。

〈目標数値〉
　健康づくり事業協力機関数：280機関
　　（令和５年度：261機関）

〈達成された状態〉
　市民が自分の心身の健康に関心を持ち、健康
づくりに取り組めている。

〈手段・工程〉
　LINE公式アカウントを有効活用し、健康マイ
レージを周知する。登録者が必要とする情報を配
信するセグメント配信を活用する。
　公民連携手法も含め、より効果的な発信手法
や事業連携内容を検討する。
　行政チャンネルやSNSを活用し、定期的に健康
増進情報を提供する。

▼
▼

わずかに目
標の達成水
準に達しな
かった（90％
以上100％
未満）

特定健診結果による対象者のうち44.2％が医療機関の受診に繋
がった。
特定健診の受診率が低い地域を分析し、受診勧奨を行った結果、
勧奨を受けた人たちが健診を受診していることから、勧奨が適切
におこなわれたと判断している。

生涯を通じ、健康に
暮らすことができる

生活習慣病予防及び重症化予防
の推進

健康教室（出前講座等）実施回数は62回と令和５年度実績と比較
すると減少した。地域での出前講座や健康相談の実施回数が
年々減少しており、目標達成水準に達しなかった。
令和５年度の実績でも減少傾向が見られたため、健康づくり事業
協力機関のうち「ホワイトみえ」企業を訪問し、健康教室や健康器
具の貸出事業について照会を行い働く世代へのアプローチを実施
した。その結果、健康器具貸出１回、出前講座２回の実績が得ら
れた。

生涯を通じ、健康に
暮らすことができる

健康増進
市民の健康づくりの推進

◎部局目標７ 関連の施策・基本事業No 1-3-② 〈これまでの経緯〉
　ライフステージに応じた、生活習慣病予防・重症化
予防のため、食育の推進や運動習慣の定着などを
含めた健康管理を支援し、保健事業と介護予防との
一体的な実施に取り組んできた。

〈取り組む目的〉
　生活習慣病及び重症化を予防することで、生涯を
通じ健康に暮らす。

〈現状分析〉
　特定健診結果から、特定保健指導や糖尿病性重
症予防事業の対象者に対し呼びかけを行っている
が、参加が少ない。

〈課題〉
　特定健診の結果、治療が必要な人で医療機関を
受診しない人の割合が高い。

〈目標数値〉
　特定検診の結果、糖尿病と診断されたが治療
を行っていない者の医療機関受診率：50％　（令
和５年度：35％）

〈達成された状態〉
　生活習慣病の重症化や合併症を予防し健康に
暮らすことが出来ている。

〈手段・工程〉
　特定健診の受診を勧奨する。
　特定健診受診時に特定保健指導の対象者へ
の面談を行い保健指導や教室への参加を促進
する。
　健診結果で医療機関受診が必要な人への受診
勧奨を実施する。
　DXを活用した保健師とのオンライン面談を実施
する。

◎部局目標６ 関連の施策・基本事業No 1-3-① 〈これまでの経緯〉
　健康寿命の延伸を目指して健康教室等事業を継
続している。

〈取り組む目的〉
　健康寿命を延伸し、介護等が必要な期間を短くし、
生涯を通じて健康に暮らす。

〈現状分析〉
　地域での出前講座や健康相談の機会が減ってい
る。

〈課題〉
　コロナ後も受診控えがおさまらず、がん検診の受
診率が低く、受診結果で要精密検査となった際の受
診率も低い状況が続いている。

〈目標数値〉
　健康教室(出前講座等）の実施回数：100回（令
和５年度：73回）

〈達成された状態〉
　健康寿命が延伸し、市民の健康の保持や増進
ができている。

〈手段・工程〉
　対面による健康教育の機会を増やすために、
出前講座等を実施する。
　住民自治協議会に向けて健康づくり情報を提
供し、地域の自主性を高めるよう支援する。
　LINE等SNSを活用して健康情報を発信する。
　がん検診のWEB予約を周知し、手軽に予約でき
る環境を整備する。

▼

目標の達成
水準には届
かなかった
（60％以上
90％未満）



▼

目標の達成
水準には届
かなかった
（60％以上
90％未満）

包括連携協定先の事業所や民生委員、対象者の家族のお盆帰省
に合わせるなど時期を考えてチラシを配布した。その結果、民生委
員からの問合せが増え、要望のあった地区に出向いての出前講
座を積極的に実施し、システムへの理解と啓発を促進した。しか
し、利用者が、施設入所等により設置不要となるケースも多く、設
置台数としては目標値には満たなかった。(設置数：194台）
3月31日を期限としてニーズ調査を実施しており、調査結果を検証
し、対象者が安心して使いやすい制度に見直しを進める。

高齢者が生きがいを
感じながら安心して暮
らすことができる

地域自立生活支援　配食サービ
スや緊急通報システムの利用促
進

わずかに目
標の達成水
準に達しな
かった（90％
以上100％
未満）

認知症サポーター養成講座の受講者数は、480人、実施回数は19
回となった。
学校や包括連携協定を結んでいる企業などへの働きかけを行い、
サポーターの増加に努めた。開催を希望している事業所の中には
時間の調整等が課題となり、実施に至らないところも複数ある。
また、7月にはステップアップ研修を開催（1回）した。１箇所でチー
ムオレンジ活動として認知症カフェが開始されており、認知症サ
ポーターが活躍している。

高齢者が、生きがい
を感じながら安心して
暮らすことができる

認知症対策
認知症高齢者の見守り支援の実
施

◎部局目標１１ 関連の施策・基本事業No 1-4-③ 〈これまでの経緯〉
　高齢者の見守り支援事業として、緊急通報システ
ム及び安否確認を兼ねた配食サービスの利用促進
のためガイドブックやチラシの配布を行った。
〈取り組む目的〉
　緊急時の対応が困難な概ね65歳以上の単身高齢
者等の急病や緊急時に対応するための体制整備を
目的としている。
〈現状分析〉
　令和５年度時点では独居老人世帯は約7700世帯
である。
　緊急通報システム、配食サービスともに利用者は
年々増加しているが、必要な人に届いていない。
〈課題〉
　利用対象者への周知不足や事業の趣旨が理解さ
れていない。

〈目標数値〉
　緊急通報システム：230台（令和５年度198台）

〈達成された状況〉
　一人暮らし高齢者の低栄養改善と見守りが行
えている。
　見守りが必要な高齢者の安全確保や不安解消
が図られている。

〈手段・工程〉
　出前講座を実施することにより事業の周知を行
う。
　利用対象者を把握するため、包括連携事業者
と協力してチラシ配布などの周知を行う。
　事業の実施内容を検討するため対象者への
ニーズ調査を実施する。

◎部局目標１０ 関連の施策・基本事業No 1-4-② 〈これまでの経緯〉
　令和元年６月策定の認知症施策推進大綱では、
認知症の本人視点での取組推進が盛り込まれた。
令和６年１月には、共生社会の実現を推進するため
の認知症基本法が施行された。これらにより、認知
症に対する正しい知識の普及啓発を目指して、認知
症サポーター養成講座や講演会、啓発事業等を
行っている。

〈取り組む目的〉
　「予防」と「共生」を重視した、自分らしく暮らすこと
ができる社会の実現

〈現状分析〉
　認知症の人に対する誤解や偏見があり、また、認
知症の人への適切な対応を知らない人が多いた
め、認知症になっても自分の状況を隠そうとする人
が多い。

〈課題〉
　高齢化社会の進展に伴い、今後も認知症になる人
が増加する。そのため、認知症や認知症の人に関す
る正しい知識の普及がますます重要になる。

〈目標数値〉
　認知症サポーター養成講座受講者数：年間500
人（令和5年度448人）

〈達成された状態〉
　認知症の正しい知識を学んだサポーターが増
加し、住み慣れた地域で安心して生活できる仕組
み（チームオレンジ活動）が地域内で出来てい
る。

〈手段・工程〉
　認知症サポーター養成講座の開催やサポー
ターを対象としたステップアップ研修を実施する。
　地域での既存の取り組みへの啓発や仕組みづ
くりに向けた働きかけを行う。

▼
▼

目標としてい
た達成水準
を上回る成
果を出した
（１００％超）

健康に課題のある高齢者75人に対して保健指導を実施し、62人に
改善が見られた。（改善率82.7％）
なお、訪問指導は継続中のため、今後改善率が上昇する可能性
がある。

高齢者が､生きがいを
感じながら安心して暮
らすことができる

保健事業と介護予防の一体的実
施
高齢者の保健事業と介護予防の
一体的実施

◎部局目標９ 関連の施策・基本事業No 1-4-① 〈これまでの経緯〉
　令和３年度に、三重県後期高齢者医療広域連合
の委託を受けて事業を開始している。健診・医療・介
護の各種データを活用して地域の課題分析、対象者
を把握し、ハイリスクアプローチとポピュレーションア
プローチを実施している。

〈取り組む目的〉
　健康寿命の延伸及び医療費の適正化を目指す。

〈現状分析〉
　健康寿命は県平均と同程度であるが、介護保険認
定率が高い状況である。また、高血圧症及び脳梗塞
の罹患率も県平均より高い。

〈課題〉
　 フレイルのメカニズムをよく理解し予防に努めるこ
とが重要である。また、伊賀市に特徴的な健康課題
に効率的にアプローチする必要がある。

〈目標数値〉
　健康に課題のある高齢者の健診結果等改善
率：70％
　　　（令和５年度：84.6％）
※毎年対象者・対象地域が変わることにより、改
善率が上下するため、前年実績によらない目標
率を設定。

〈達成された状態〉
　健康で自立した高齢者が増加している。（要介
護認定率が減少している）

〈手段・工程〉
　口腔機能低下予防事業の実施を継続する。
　高血圧症や糖尿病の治療中断者や、未治療者
への対策を強化し、保健指導を実施する。



目標としてい
た達成水準
を上回る成
果を出した
（100％超）

新たに２事業所の拠点登録があり、相談、緊急受入、体験利用な
どの体制が強化された。
令和７年３月現在の実績は、相談５件、緊急受入11件、体験利用
９件となった。

障がい者が、自分ら
しく安心して暮らすこ
とができる

障がい者支援
障がい者地域生活支援拠点整備
の推進

◎部局目標１４ 関連の施策・基本事業No 1-5-② 〈これまでの経緯〉
　地域の複数の事業者が地域生活支援拠点の機能
を担い、地域全体で支援できるよう体制の整備を進
めてきた。

〈取り組む目的〉
　障がい者等の生活を地域全体で支えるために
サービス提供体制を整備する。

〈現状分析〉
　地域生活支援拠点機能を地域全体で整備するとと
もに、その機能が充実しつつある。

〈課題〉
　緊急の受入れ時に、福祉関係者とのつながりがな
く、障害福祉サービスを利用していないケースがあ
る。

〈目標数値〉
　緊急時の受入れ等を行う地域生活支援拠点事
業者登録者数の増：１事業者

〈達成された状態〉
　障がい者が地域で安心して生活できる。

〈手段・工程〉
　新規の障害福祉サービス事業所に対して、地
域生活支援拠点登録を促進し、体制強化を図
る。 ▼

▼

目標の達成
水準には届
かなかった
（60％以上
90％未満）

連携数は3,639件で目標の79.1％に達した。相談件数自体は減少
したが、その背景には、関わりのある対象者への支援が当セン
ターを経由せずに関係機関間での繋ぎが定着しつつあると推測さ
れる。
一方、相談員のスキルアップ研修では、特定事業所が参加する自
立支援相談部会でテーマを絞った研修会を毎月開催した。

障がい者が、自分ら
しく安心して暮らすこ
とができる

障がい者相談支援センター
特定相談事業所の体制整備

目標の達成
水準までは
遠い結果と
なった（60％
未満）

介護人材の確保と定着については、制度設計が完成できなかっ
た。人材育成については、本年度、白鳳高校ヒューマンサービス科
の生徒を対象に、2回にわたり介護福祉への興味を引き出すため
の講話を行った。介護施設の職員の協力を受け、「キツイ仕事」や
「暗いイメージ」がある介護の現状を打破し、やりがいや介護サー
ビスの楽しさを伝える機会を提供した。

高齢者が生きがいを
感じながら安心して暮
らすことができる

介護保険サービス　　介護保険
サービス提供体制の充実

◎部局目標１３ 関連の施策・基本事業No 1‐5‐① 〈これまでの経過〉
　サービス利用や生活上の困りごと等について、ご
本人や家族からの相談を行っている。

〈取り組む目的〉
　自分らしく自立した生活ができるための総合相談
窓口としてサービス利用手続き支援や生活に関する
困りごと等について相談支援を行う。
　
〈現状分析〉
　一世帯で生活困窮や虐待、高齢等に起因する複
合的ケースが増加傾向にある。

〈課題〉
　当センターは、国の定める地域相談支援の中核で
ある「基幹相談支援センター」としても機能している
が、複合ケース増加などで各事業所などと連携した
相談支援体制の強化が必要である。

〈目標数値〉
・関係機関や地域等での連携回数：4,600件（令
和５年度：4,567件）

〈達成した状態〉
障がい者やその家族が相談を通じて必要なサー
ビス利用が受けられている。

〈手段・工程〉
　事業所等が行う研修会等を通して相談員のス
キルアップに向け助言指導を継続する。

◎部局目標１２ 関連の施策・基本事業No 1-4-④ 〈これまでの経緯〉
　介護サービスを利用する際の窓口であるケアマネ
ジャーはケアプランを作成し、適切な介護サービス
の提供や調整を担うが、介護認定を必要とする人が
増加している。
〈取り組む目的〉
　住み慣れた地域で可能な限り生活し続けることが
できるよう、必要な時に必要なサービスを利用できる
体制を整える。
〈現状分析〉
　ケアマネジャーの高齢化と人員減少により、ケアマ
ネジャーが不足し、将来的に介護サービスの提供に
制約が生じる事態が予測される。
〈課題〉
　介護業界では人材不足が顕著な問題となってい
る。このため、安定した介護サービスを提供するため
には介護人材の確保・定着・育成が求められてい
る。

〈目標数値〉
　ケアマネジャーの人材確保や育成のための制
度設計を行う。
　

〈達成された状況〉
　ケアマネジャー業務をする場合に、他市では、
まだ確立されていない支援が受けられるとして、
他市からの資格保有者の流入による人員増や、
必要な時にスムーズに介護サービスを利用する
ことができる。

〈手段・工程〉
　地域包括支援センターや居宅介護支援事業所
連絡会の意見を聴取し、さらに協議を重ねること
で制度設計に向けた検討を進める。

▼



▼

わずかに目
標の達成水
準に達しな
かった（９
０％以上１０
０％未満）

共育て推進事業を計画以上に実施できたが、生活アンケートの該
当回答者割合は89%だった。
共育て推進事業「いがパパっこ教室」を土日に計３回、男女共同参
画係や企業とも連携した共育て推進講座を２回開催した。全回定
員を上回る申し込みがあり、パパっこ教室の定員に対する申込人
数の割合は115％であり、共育ての推進に寄与することができた。

子どもを安心して産
み、育てることができ
る

子育て支援
共育て（夫婦での子育て）事業の
強化

わずかに目
標の達成水
準に達しな
かった（90％
以上100％
未満）

３歳児健診で実施するアンケートで、育てにくさを感じると答えた親
のうち何らかの解決方法を知っていると答えた親の割合は77．2％
であった。
妊婦から18歳までの児童、子育て家庭に対し、切れ目なく個別に
相談支援対応できる体制を整えたことにより、丁寧な関わりや、適
切なサービス提供につなぐことができた。
総合的に相談を受け支援につなぐ窓口周知に努める必要がある。

子どもを安心して産
み、育てることができ
る

子育て相談
相談支援体制の強化

◎部局目標１７ 関連の施策・基本事業No 1-6-② 〈これまでの経緯〉
　保健センターや各子育て（包括）支援センターで、さ
まざまな子育て支援講座を開催している。

〈取り組む目的〉
　家庭内において、夫婦が相互に協力しながら、子
育てに対する意識を高める。

〈現状分析〉
　核家族化で夫婦とも仕事で忙しい。また、男性の子
育て教室への参加が少ない。

〈課題〉
　男性の家事・育児に対する意識改革が求められ
る。
　共育て講座を実施することや、その開催曜日を検
討する必要がある。

〈目標数値〉
　１歳６か月児健診で実施する「生活アンケート」
から「今後も伊賀市で子育てしていきたい」を選ん
だ回答者の割合：95％
（令和5年度：91％）

〈達成された状態〉
　子育て世帯において、共育てを実践する家庭が
増加する。

〈手段・工程〉
　夫婦・男性を対象とした共育てに関する講座や
教室を土日に開催する。
　LINEを含めたSNSを積極的に活用し講座・教室
を告知する。
　商工労働課と連携し、子育て支援講座等のチラ
シを企業で配布する。
　人権政策課男女共同参画係と連携し、イクボス
講座・ファミリースマイルアップ講座などで共育て
について情報提供する。

◎部局目標１６ 関連の施策・基本事業No 1-6-① 〈これまでの経緯〉
　改正児童福祉法が示す、妊産婦や18歳までの児
童及び子育て家庭へ切れ目なく支援できるこども家
庭センター機能を整備した。

〈取り組む目的〉
　母子保健・児童福祉・発達支援分野の専門職が適
切かつ迅速に支援を行う。

（現状分析）
　各分野において、個別ケース情報を別々に管理す
る中で、連携しながら支援対応している。

(課題）
　複合的事案が増加する中、個別情報や支援方針
を一元管理する中で、各専門職により一体的に支援
する必要がある。

（目標数値）
　３歳児健診で実施するアンケートで、育てにくさ
を感じると答えた親のうち何らかの解決方法を
知っていると答えた親の割合：85％　（令和５年
度：78％）

（達成された状態）
　不安や悩みを抱える児童や子育て家庭が、孤
立することなく相談でき、安心して子育てができ
る。

（手段・工程）
　共通の「ケース管理シート」により個別ケース情
報を進行管理する。
　支援が必要な妊婦や要保護児童等への「サ
ポートプラン（指導計画）」を作成し、面談にて対
象者に説明を行い、支援をする。
　随時、緊急受理会議等を実施し迅速に支援対
応する。
　関係機関にこども家庭支援課を周知し、連携体
制強化を図る。

▼
▼

目標としてい
た達成水準
を上回る成
果を出した
（100％超）

地域住民、民生委員、市及び定住自立圏域職員を対象とした研修
を実施した。その結果、市民の理解が深まった割合は95.1%に達し
た。

また、障害者週間中に街頭啓発や作品展示、就労系事業所のマ
ルシェ等を実施し、広く市民に啓発・周知を行った。

障がい者が、自分ら
しく安心して暮らすこ
とができる

障がい者福祉の啓発
障がい者福祉についての理解と
認識を深める

◎部局目標１５ 関連の施策・基本事業No 1-5-③ 〈これまでの経緯〉
　障害者週間に関係団体と協力して街頭啓発を行
い、改正障害者差別解消法に関する啓発チラシを配
布した。また、障がいのある人などに対する理解を
深めるための研修会を実施した。

〈取り組む目的〉
　改正障害者差別解消法をはじめ、障がいに関する
理解を深める。

〈現状分析〉
　障がい者に対する差別発言などの差別事象があ
る。

〈課題〉
　障がい者差別の解消に向けて、地域住民、学校等
に対して障がいに対する理解を深める必要がある。

〈目標数値〉
　地域住民等を対象とした研修の結果、理解が
深まった割合：90％
　（令和５年度：92.7％）
※毎年参加者数・対象地域が変わることにより、
理解度割合が上下するため、前年実績によらな
い目標率を設定。

〈達成された状態〉
　障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らす
ことができる。

〈手段・工程〉
　市及び定住自立圏域の職員、地域住民、民生
委員等を対象に、障がい者福祉等に関する情報
提供と、理解を深めるための研修会を実施する。



▼

目標としてい
た達成水準
に到達した
（100％）

計画的に進め、計画を策定することができた。
従来の体系を一新し、ライフステージ別に施策を構築できた。ま
た、こども・若者ワークショップやホームページを通じて募集した意
見を参考に、サブタイトルと基本理念を考えることができた。

子どもを安心して産
み、育てることができ
る

少子化対策
伊賀市こども計画の策定

わずかに目
標の達成水
準に達しな
かった（90％
以上100％
未満）

不妊治療助成申請者数は、222人となった。
不妊治療等を必要とする人が、助成制度を活用することで妊娠出
産につなげることができた。今後も助成制度について医療機関の
みならず、広報やホームページ、SNS等により周知を強化する。

子どもを安心して産
み、育てることができ
る

少子化対策
不妊治療等助成事業の継続

◎部局目標２０ 関連の施策・基本事業No 1-6-③ （これまでの経緯及び取り組む目的）
　2015年2月に第１期、2020年2月に第２期伊賀市子
ども・子育て支援事業計画を策定し、これまでも子ど
も・子育て支援のための取り組みを進めてきたが、
今後さらに子ども・子育て支援の取り組みを推進し、
すべての子どもが健やかに、誇りをもって成長する
ことができる伊賀市を目指す。
（現状分析）
　未就学児童と小学生児童の世帯を対象としたアン
ケート調査（ニーズ調査）を実施した。
（課題）
　2023年４日１日、「こども基本法」が施行され、各市
町村は国のこども大綱と都道府県のこども計画を勘
案した市町村こども計画を策定することが努力義務
となった。市町村こども計画は子ども・子育て支援事
業計画を包含したものとして策定できる規定になっ
ており、国から今年の３月末に策定ガイドラインが示
されたことから計画策定の方向性について検討が必
要である。

（目標数値）
伊賀市こども計画の策定

（達成された状態）
　子育てに関する各種施策が方針に基づき体系
的、及びライフステージ別に整理されている。

（手段・工程）
　庁内及び子ども・子育て会議（外部審議会）で
検討を重ね、10月を目途に「伊賀市こども計画」
の中間案を作成する。その後、議会報告、パブ
リックコメント等を経て年度内の計画策定を目指
す。また、計画策定にあたり、こどもが参画する
場を設ける。

◎部局目標１９ 関連の施策・基本事業No 1-6-③ (これまでの経緯）
　不妊治療費負担が大きい中、令和４年度から、特
別不妊治療助成制度が廃止され、保険適用となっ
た。引き続き保険適用外となっている治療費も含
め、申請者にとっては経済的負担が継続されること
を受け、令和５年度から、治療費に対する定額助成
を開始した。

（取り組む目的）
　不妊治療費助成による負担軽減を図ることで、不
妊治療受診に繋げる。

（現状分析）
　不妊治療により妊娠成立する夫婦が増加してい
る。

（課題）
　助成事業継続はもちろん、不妊治療助成周知を強
化する必要がある。

（目標数値）
　不妊治療助成申請者数：250人（令和５年度：
215人）

（達成された状態）
　助成事業を利用したことで、妊娠・出産につな
がり出生数が増加する。

（手段・工程）
　助成制度について、医療機関でのチラシの配
布、SNS、広報誌、ホームページ等により周知を
強化する。

▼
▼

目標としてい
た達成水準
に到達した
（100％）

必要な制度等の整備ができた。
支援が必要となる児童の調査、保育士加配の可否を認定する審
査会の仕組みを整え開催することができた。保育士加配に対する
補助の仕組みを整備し、補助を予算化できた。

子どもを安心して産
み、育てることができ
る

子育て支援
インクルーシブ保育の推進

◎部局目標１８ 関連の施策・基本事業No 1-6-② 〈これまでの経緯〉
　他市比較で発達障がい・要支援の子どもが多いこ
とに対するフォロー体制を検討している。

〈取り組む目的〉
　障がいのあるなしに関わらず保育が提供できるイ
ンクルーシブ保育を推進する。

（現状分析）
　支援が必要な児童を受け入れるため、公立保育所
では基準数以上の保育士を配置（加配）しているが、
私立保育所では加配が厳しい状況にある。

(課題）
　加配基準を明確にするとともに、私立保育所に保
育士を加配するための財源を確保する必要がある。

（目標数値）
　保育士加配基準の設定、要支援認定機関の設
置、保育士加配補助制度の整備

（達成された状態）
　保育士が加配され、支援が必要な児童が希望
する保育所で生活ができる。

（手段・工程）
　保育士を加配するための基準を決める。
　要支援となる対象児童を認定する機関を構築
する。
　私立保育所への保育士加配補助制度を整備す
る。


